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１．農業振興基本計画策定の目的

• 大規模自然災害の増加や新型コロナウイルス感染
症拡大による社会活動など農業を取り巻く環境の
変化

• 農業者の高齢化や農家数の減少、耕地面積の減少

• SDGsの目標達成への対応

• 伊達の特性を活かした農業振興の総合的な指針と
する。
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２．農業振興基本計画策定の位置づけ

伊達市６次産業化推進戦略施策政策

政策

国 食料・農業・農村基本計画

県 ふくしま農林水産新生プラン

施策

伊達市農業振興基本計画

伊達市鳥獣被害防止計画

伊達市農業経営基盤の強化の促進
に関する基本的な構想

※ 上記計画は下位計画の一例

事業

事業

農業分野の
個別計画

※ 農業振興策を包含する指針となるもの

第３次総合計画

伊達市環境基本計画
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３．農業振興基本計画期間

総合計画の個別計画となることから、上位計画との整合性を図る。

関連する計画名 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

総合計画

６次産業化戦略

伊達市鳥獣被害防止計画

伊達市農業経営基盤の強
化の促進に関する基本的
な構想

伊達市環境基本計画

教育振興基本計画

伊達市農業振興基本計画

第２次 第３次（後期基本計画）第３次（前期基本計画）

令和２年度～令和６年度

第３期
（令和６年度～10年度）

第２期
（平成31年度～５年度）

令和６年度～ ～令和14年度

第３次総合計画との整合性を図り、
必要な計画の見直し

９年間

令和３年度～５年度

令和３年度～ 概ね５年

第１次 第２次（令和３年度～12年度）
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４-１.農業振興基本計画策定体制

伊達市農業振興計画
策定委員会

学識経験者、行政、
民間団体等の代表者、

農業委員会など

原案の提示

市民

パブリック
コメント

素案公表

議会

公表

伊達市農業振興計画
策定本部作業部会

庁内体制

伊達市農業振興計画
策定本部

報告

報告指示

助言・意見

事務局（農政課）

提案調整
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４-２.農業振興基本計画策定体制

区分 所属

1 学識経験を有
する者

福島大学食農学類

2 県北農林事務所 伊達農業普及所

3

農業団体を代
表者する者

伊達市農業委員会

4 ふくしま未来農業協同組合伊達地区本部

5 伊達市認定農業者会

6 ＤＡＴＥＣ

7 伊達市農林業振興公社

8 JAふくしま未来農産物直売所こらんしょ市場

9 事業団体を代
表する者

公益社団法人福島県栄養士会

10 伊達市観光物産交流協会

11

生産者12

13

14
消費者団体を
代表する者

ヘルスメイト（食生活改善推進協議会）

伊達市農業振興計画策定委員会（14名） 伊達市農業振興計画策定本部作業部会（14名）

区分 考えられるテーマ

1 産業部長 農業施策全般

2 総務部総務課長 行政の組織編成

3 未来政策部総合政策課長 連携協定の推進

4 財務部財政課長 持続可能な農業推進

5 未来政策部協働まちづくり課長 移住・定住

6 市民生活部生活環境課長
食の安心・安全・環境基
本計画の推進

7 健康福祉部健康推進課長 市民への食育推進

8 産業部農政課長 生産者支援、担い手

9 産業部農林整備課長 農林業、保全推進

10 産業部商工観光課長 ブランド化促進

11 建設部都市整備課長 都市計画との調和

12 農業員会事務局長 農地活用

13 教育部学校給食センター 給食での地産地消

14 こども部こども未来課長 幼保施設での食育推進

15 産業部農政課 （事務局）



6

５．農業振興基本計画策定スケジュール

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

要綱制定

委員会選定

計画骨子

策定本部
（作業部会）

策定本部

策定委員会

パブコメ

議会報告

予算編成

骨子

骨子

素案

素案

案
最終
確認

最終
報告

中間
報告

最終
報告

素案 案 最終
確認
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６．農業振興基本計画に盛り込むべき視点（想定）

担い手

農地維
持・整
備

ブラン
ド強化

安全性
の確保

食育

• 農業後継者・新規就農者への支援

•農業生産法人化の促進

•スマート農業の推進

•農地の適切な管理（例：中山間地域への取組を後押し）

•耕作放棄地の再生（例：グリーンツーリズムの推進）

•ため池の防災減災対策の推進

•地域ブランドの創出（例：６次化推進）

•農作物の販路拡大

•トップセールス等による農作物PR（例：北海道、東京など）

•地産地消の推進（例：飲食店における市内農作物利用や直売所の充実）

•食育の推進（例：小中学校での給食や農業体験）

•農商工等との連携推進（例：イオンモール開業による観光農園など）

• GAP認証取得等の推進

•放射能物質検査等の放射能対策（例：自家用農作物等の放射能検査）

•有害鳥獣による農作物被害防止

基本

計画

今後、各種統計データを分析し現状を把握し、市の取り組むべき分野を構築していく。
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７．関連する各種計画の指標（参考）

関連する計画名 指標 実績 目標値

総合計画
農林産物販売額 8,963,125千円（令和３年度） 10,000,000千円（令和９年度）

認定新規就農者数 ６人（令和３年度） 12人（令和９年度）

６次産業化戦略

六次産業化・地産地消法総合化事業計画
認定件数

２件（令和元年度） ５件（令和６年度）

市産農林産物を使用した商品数 50品（令和元年度） 75品（令和６年度）

伊達市鳥獣被害防止計画
被害金額（合計） 2,326.7千円（令和元年度） 2,101千円（令和５年度）

被害面積（合計） 1.42ha（令和元年度） 1.32ha（令和５年度）

伊達市農業経営基盤の強化の促
進に関する基本的な構想

面積シェア 60％

伊達市環境基本計画

GAP認証件数 ９件（令和元年度） 20件（令和12年度）

遊休農地の面積 1,507ha（令和元年度） 470ha（令和12年度）

鳥獣保護区の指定数 ６箇所（令和元年度） ６箇所（令和12年度）

鳥獣保護区の面積 1,745ha（令和元年度） 1,745ha（令和12年度）

鳥獣による農林業等被害金額 247万円（令和元年度） 120万円（令和12年度）

環境放射能モニタリング調査

伊達市役所 0.11μ㏜/h(R2.3.31)
伊達総合支所0.09μ㏜/h(R2.3.31)
梁川総合支所0.11μ㏜/h(R2.3.31)
霊山総合支所0.09μ㏜/h(R2.3.31)
月舘総合支所0.10μ㏜/h(R2.3.31)

減少を目指す（令和12年度）

農作物のPRイベント等（風評被害の払
しょくに向けたイベント）開催回数

７回（令和２年３月31日） 10回（令和12年度）

教育振興基本計画


